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明治グループ TCFD・TNFD 提言に基づく環境情報開示：2026 年版  

1. 明治グループの環境への取り組み 

経済活動に伴い、人為的な温室効果ガス排出による気候変動が進行しているほか、森林伐採

や環境汚染による生息環境の破壊などが原因で生物多様性の損失が急速に進行し危機的状況に

あります。世界経済フォーラム（The World Economic Forum：WEF）が毎年開催するダボス

会議にて発表される長期（今後 10 年間）のグローバルリスクランキングにおいて、『異常気

象』「生物多様性の喪失と生態系の崩壊」『地球システムの危機的変化』がトップ 3 となって

います。このことからも、「気候変動」「生物多様性の喪失と生態系の崩壊」は世界的に喫緊

の対応が求められている重要な課題となっています。また、世界の国内総生産（GDP）の半分

以上の約 44 兆ドル（約 6600 兆円、1 ドル＝150 円換算）が自然と生態系サービスに大きく依

存しています1。特に自然への依存度が高い三大産業（建設、農業、食品・飲料）のうち、２つ

の産業（農業、食品・飲料）に明治グループの事業活動は関連しています。 

明治グループの事業は、カカオや乳原料、乳酸菌、抗生物質に代表される微生物などの豊か

な自然の恵みの上に成り立っています。明治グループがサステナビリティ戦略を推進していく

ために、“ネイチャーポジティブ”への貢献を重要な経営課題と捉え、事業と融合して取り組ん

でいくことが重要であると認識しています。明治グループは、2017 年度に「サステナビリティ

2026 ビジョン」を制定し、「こころとからだの健康に貢献」、「環境との調和」、「豊かな社

会づくり」の 3 つの活動テーマと、共通テーマである「持続可能な調達活動」を掲げ、それぞ

れマテリアリティおよび KPI（重要業績評価指標）を設定して取り組みを進めています2。“生

物多様性”に関しては、活動テーマの「環境との調和」に該当しています。さらに、2023 年度

に策定した「2026 中期経営計画3（以下、2026 中計）」では、明治グループのサステナビリテ

ィ活動をより深化させていくために 12 のマテリアリティ（重要課題）を特定しています。特

定した各マテリアリティに対して、中長期の目指す姿を描き、その実現に向けて具体的な取り

 

1 The World Economic Forum,2020, “Nature Risk Rising: Why the Crisis Engulfing Nature 

Matters for Business and the Economy” 

2 明治ホールディングス株式会社,2017,”明治グループ 2026 ビジョン“ 

3 明治ホールディングス株式会社,2023,“2026 中期経営計画” 

https://meiji0.sharepoint.com/sites/M_msteams_f79a93/Shared%20Documents/03_サプライチェーンＧ/15_TNFD/2025年度_関連資料/2025年開示案/WEF_New_Nature_Economy_Report_2020.pdf
https://meiji0.sharepoint.com/sites/M_msteams_f79a93/Shared%20Documents/03_サプライチェーンＧ/15_TNFD/2025年度_関連資料/2025年開示案/WEF_New_Nature_Economy_Report_2020.pdf
https://www.meiji.com/investor/vision/management/
https://www.meiji.com/sustainability/stance/vision-creation/#:~:text=%E8%B2%A2%E7%8C%AE%E3%81%99%E3%82%8BSDGs-,2026%E4%B8%AD%E6%9C%9F%E7%B5%8C%E5%96%B6%E8%A8%88%E7%94%BB,-%E6%98%8E%E6%B2%BB%E3%82%B0%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%97%E3%81%AF
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組みを検討、立案しています。2026 中計においても“気候変動”“生物多様性”に関しては、マテ

リアリティに位置づけています。 

これからの将来にわたっても豊かな自然の恵みを享受できるよう、サプライチェーンを通じた

事業活動全体において、気候変動・生物多様性への影響と依存を把握し、リスク低減、機会の

創出に向けた取り組みを推進しています。このことから、明治グループは、気候関連財務情報

開示タスクフォース(TCFD)に 2019 年に賛同しました。また、自然関連財務情報開示タスクフ

ォース（TNFD）のビジョンとその取り組みに賛同し、2022 年 4 月に TNFD フォーラムに参画

しました。本レポートでは TCFD・TNFD 提言に基づき、４つの柱（ガバナンス、戦略、リス

ク管理、指標と目標）に沿って、気候変動・生物多様性への影響に関連するトピック情報を統

合的に開示しています。 

 

2. 一般要求事項 

2.1. マテリアリティ・アプローチ 

本レポートでは、当社グループの事業活動によって環境（自然資本および気候システム4）へ

与えている影響と環境の変容が当社グループ事業活動に及ぼす影響の双方の側面について、マ

テリアリティを特定し、評価を実施した結果を報告しています。現状では定量的分析はシナリ

オの入手が容易な気候変動関連のリスク・機会が中心ですが、今後分析の深化および定量的な

分析を進め、開示情報の更新を行う予定です。 

2.2. 開示のスコープ 

本レポートでは、明治グループの事業活動範囲である直接操業（製品製造など）と、バリュ

ーチェーンの上流・下流を対象としています。 

気候変動については、直接操業、バリューチェーン上流・下流における明治グループの全事

業(食品セグメント・医薬品セグメント)に対するシナリオ分析を行い、それに基づくリスク・

機会を開示しています。 

 
4  
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自然資本に対しては、直接操業においては、食品セグメントおよび医薬品セグメントの国内

外生産自社拠点を対象に、事業活動によって生物多様性に影響を与える可能性を評価し、生物

多様性重要エリアとの近接状況について分析、開示しています。特に自然資本への依存・影響

度合いが高いと認識しているバリューチェーン上流（原材料調達）においては、SBTN

（Science Based Targets Network）の自然への影響が大きいコモディティリスト（High 

Impact Commodity List：HICL）に含まれ、明治グループの事業活動において重要な調達品目

である「カカオ豆」および「乳原料」について優先的に分析しました。今後、分析および情報

開示の対象コモディティの拡大、深耕に努めます。 

2.3. 自然関連の課題がある地域 

本レポートでは、直接操業拠点である国内外の製造拠点およびバリューチェーン上流である

原材料生産拠点（農園など）を対象として、優先地域の特定を実施しています。優先地域とし

て、明治グループの事業が自然資本に依存および影響していると特定された項目に関連し、自

然課題が想定される地域の特定を行っています。優先地域分析結果については、4.1.1 および

4.2.3 にて記載しています。 

2.4. 他のサステナビリティ関連の開示との統合 

生物多様性の損失を含む自然関連課題の解決に向けた取り組みは、気候変動等の他のサステ

ナビリティトピックと密接な関係にあるものと認識しています。本報告書では、生態系や生物

多様性と気候変動に関する行動と目標の間の整合性、相乗効果、起こり得るトレードオフの関

係について特定・分析した結果を踏まえ、TCFD5と TNFD の統合開示を行っています。 

2.5. 検討した対象期間 

 本レポートにおける時間軸は、短期：3 年以内、中期：3～10 年以内、長期：10 年超を想定

して、分析を実施しています。 

  

 
5 明治ホールディングス株式会社,2025,“明治グループにおける TCFD に対する取り組み”  

https://www.meiji.com/sustainability/harmony/management/
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2.6. 先住民族、地域社会と影響を受けるステークホルダーとのエンゲージメント 

明治グループでは、原材料調達や製品製造などの事業活動において、先住民族・地域社会を

はじめとするステークホルダーの生活に影響を及ぼし得ることを認識しています。 

明治グループは、国際連合の「国連ビジネスと人権に関する指導原則」などの国際標準に基

づき、「明治グループ人権ポリシー」を策定しています。「明治グループ人権ポリシー」の中

で人権デューデリジェンスの推進を掲げ、人権関連の重点課題の特定と、是正に向けた適切な

取り組みを推進しています。 

また、「明治グループ調達ポリシー6」の中において、土地の利用や拡大にあたり FPIC（自

由意思による事前の十分な情報に基づく同意）を得るなどのエンゲージメント・プロセスを踏

むことを行動指針の一つとしています。 

  

 
6 明治ホールディングス株式会社,“明治グループ調達ポリシー” 

https://www.meiji.com/pdf/sustainability/procurement/meiji_group_procurement_policy.pdf
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3. ガバナンス 

3.1. 明治グループの環境関連課題に関するガバナンス 

明治グループは、サステナビリティ戦略を実行するために「グループサステナビリティ事務

局会議」を設置し、社会課題解決に向けた取り組みを強化しています。グループサステナビリ

ティ事務局会議では、主に 10 の会議体で協議した内容が CSO（Chief Sustainability Officer）

に報告され、取り組みの進捗に関する活発な意見交換を実施しています。環境問題の分析と対

応策については、「グループ環境会議」および「グループ TCFD 会議」において LEAP 分析結

果に基づきリスク・機会の評価、議論を行っています。また、明治グループ代表取締役社長

CEO（Chief Executive Officer）が委員長を務める「グループサステナビリティ委員会」で

は、半期ごとにサステナビリティ活動全般の進捗状況を報告し、新たな取り組みについて審議

しています。重要なサステナビリティ課題は、経営会議で審議し、取締役会の監督のもと、経

営に反映しています。 

環境問題を含むサステナビリティに関するリスク管理に関しては、年２回開催しているグル

ープサステナビリティ委員会にリスクマネジメント部管掌役員（CSO）も参画し、明治グルー

プ全体のリスク管理に統合しています。また、社外有識者を交えた ESG アドバイザリーボード

を年 2 回開催しており、リスク管理プロセスに関して幅広い知見から意見をいただいていま

す。 

明治グループでは環境関連のリスクや機会は、時代とともに変化する事と認識し、複数のシ

ナリオに沿って定性的な分析と評価を行うことで、優先度の高いマテリアリティを特定してい

ます。今回分析によって特定したマテリアリティに対しては、リスク管理フローに沿って対応

策を検討するとともに、実行するための体制を構築しています。 
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■サステナビリティ・ガバナンス体制 

  

3.2. 明治グループのステークホルダーに関する人権方針とガバナンス 

 明治グループは、「国連ビジネスと人権に関する指導原則」など、国際標準に基づいた、

「明治グループ人権ポリシー7」を策定しています。本ポリシーの中で、人権デューデリジェン

スの推進を掲げており、明治グループの製品・サービスに係るバリューチェーン上の人権リス

クを特定・評価の上、優先的に取り組むべき課題を決定し、グループ全体で優先的課題への取

り組みを推進していく旨明記しています。本ポリシーに則り２か月に１回の頻度で開催する

「グループ人権会議」では、ステークホルダーへの影響を含むバリューチェーン全体の人権課

題の特定・評価、是正に向けた適切な取り組みについて議論、推進をしています。加えて、

「グループ人権会議」の下には、テーマごとに分科会を設置し、人権課題の調査、対策立案、

予防に関する取り組みを進めています。 

なお、人権課題に関する具体的な施策の立案・推進は、責任者である明治ホールディングス

株式会社の CSO による監督のもと、サステナビリティ推進部が主管部署として実行を主導し

ています。「取締役会」は、これら人権課題への取り組みについて定期的に報告を受け、是正

 
7 明治ホールディングス株式会社,“明治グループ人権ポリシー” 

https://www.meiji.com/pdf/sustainability/society_creation/human_rights-meiji_group_policy_on_human_rights.pdf
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プロセスや対策の有効性などの監督を行っています。また、明治グループが提供する製品・サ

ービスに係るバリューチェーン上のすべての取引先に対しても、「明治グループ人権ポリシ

ー」への遵守を求めています。 

■人権マネジメント体制 
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3.2.1. カカオ豆生産現場における人権保護に係る取り組み 

明治グループは、カカオ豆生産の持続可能性を高めるために産地へ直接赴いたり、さまざま

なパートナーと協働したりしながら、国や地域が直面している環境・社会課題の改善に向けた

取り組み支援を実施しています8。 

明治グループのサプライチェーン上における人権尊重に関連する支援の一つとして、「児童

労働への対応」が挙げられます。カカオ産地の一部では、子どもたちが学校に行けずに長時間

労働を強いられたり、身体的な危険にさらされたりしています。明治グループは、児童労働が

社会課題となっているガーナにおいて、児童労働監視改善システム（CLMRS：Child Labor 

Monitoring & Remediation System）による支援を行っています。当該システムでは調査員が

各農家や農園へ足を運び、児童労働を特定し、改善支援（啓発活動含む）およびフォローアッ

プを行っています。こうした活動を継続的に行うことで、児童労働の撤廃に取り組んでいま

す。カカオ産地における児童労働撤廃取り組みは、「2026 中期経営計画」におけるマテリアリ

ティ・KPI の一つとして、「CLMRS もしくは同等のシステム導入率 100％」を掲げ、導入進

捗管理を実施しています。 

 

  

 
8 明治ホールディングス,“児童労働撤廃への取り組み” 

https://www.meiji.com/sustainability/cocoa/child_labour/
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4. 戦略 

事業活動における環境関連の課題（リスクおよび機会）を特定・管理する上で、事業活動が

どのような生態系サービスに依存し、どのような要因で環境に影響を及ぼしているのかを把握

することは非常に重要であることを認識しています。併せて、自然や生物多様性の状態は地域

によって異なるため、明治グループが抱える自然関連のリスクの種類や程度も地域によって異

なります。事業活動が自然に対して大きく依存しているまたは影響を与えている“場所“（＝優

先地域）を特定し、事業にとってどのようなリスク・機会につながるのかシナリオ分析を用い

て評価を実施しています。今回、自然関連の課題を評価・管理する手段として、TNFD によっ

て推奨されている「LEAP アプローチ」を用いて、分析・評価を実施しています。 

  



 

10 

 

4.1. 直接操業における環境への依存・影響および優先地域の特定（Evaluate・Locate） 

明治グループの直接操業と環境との関係性評価にあたって、各セグメントの製品生産活動に

おける自然への依存・影響項目について、評価ツールを用いて特定しています（Evaluate）。

製品生産拠点を対象に、事業活動が自然に対して大きく依存しているまたは影響を与えている

拠点および生態系・生物多様性にとって重要なエリアに近接している拠点を「優先地域」とし

て特定を実施しました（Locate）。今後、自社拠点における自然関連リスク・機会について、

シナリオ分析を用いた定量評価の深堀を進めていきます。 

4.1.1. 環境への依存・影響の特定（Evaluate）：直接操業 

明治グループの各セグメントにおける製品生産活動の一般的な自然への影響について、

「Materiality Screening Tool（MST）」を用いて分析を実施しました。分析結果に対して文献

調査および拠点活動実態を反映し、マテリアリティの高い項目を「優先度の高い項目」として

特定しました。各セグメントにおける影響ヒートマップを以下のとおり示します。 

■直接操業における環境への影響ヒートマップ 

 

ツール分析の結果、食品セグメントにおいては「水資源の利用」、「GHG 排出」、「非

GHG 排出」、「水質汚染物質」、「固形廃棄物」の項目で影響度が比較的大きい結果となりま

した。医薬品セグメントでは、食品と同様に「水資源の利用」、「GHG 排出」、「非 GHG 排

出」、「固形廃棄物」が比較的影響度が大きく、「水質汚染物質」において影響度が非常に大

きいとする結果となりました。さらに、食品セグメントおよび医薬品セグメントの直接操業 63

拠点9（日本国内・海外拠点）を対象に「WWF Biodiversity Risk Filter」を用いて、明治グルー

プ所有地（生産拠点）における生物多様性リスク評価を実施しています。結果、自社生産拠点

 
9 2025 年度末時点の稼働生産拠点および建設中拠点を含む 63 拠点を対象。 



 

11 

 

の物理的リスクがレピュテーションリスクよりスコアが高く、優先すべきリスクと判断しまし

た。明治グループの直接操業は、製品生産のために天然資源の供給に直接依存しています。そ

のため、生物多様性・生態系サービスの劣化による供給サービスの量または質の低下は、コス

トの増加または製品生産の中断につながる可能性があります。特に、水の利用可能性（Water 

Availability）について、複数拠点で高いリスクとなっています。また、生物多様性の毀損によ

り自然災害に晒されるリスク（地すべり、野火・林野火災、動植物の害虫・病気蔓延、極端な

暑さ、台風など）も高く評価される結果となりました。 

今回の分析で影響度が高いと判断した項目については、「6．指標と目標」にて TNFD フレ

ームワークに沿ったグローバル中核開示指標として 2025 年度実績を開示、管理しています。 

4.1.2. 優先地域の特定（Locate）：直接操業 

直接操業における優先地域については、Evaluate フェーズで特定した依存・影響項目に関連

する水リスク分析を実施した上で特定しています。評価ツール（WRI Aqueduct、WWF Water 

Risk Filter）の水リスクスコアが高く、かつ事業規模（取水量・排水量・生産高）が大きい拠

点を「優先拠点」として特定しました。その結果、日本の主要生産工場を含む 17 拠点、中国 3

拠点、アメリカ 1 拠点、インドネシア 1 拠点の計 22 拠点が優先拠点として抽出されました。 

また、直接操業国内外 63 拠点（事業所）と生物多様性重要エリアとの近接状況について、生

物多様性評価ツール「Integrated Biodiversity Assessment Tool（IBAT）」を用いて分析を実

施しました。当該分析対象については、生産拠点での事業活動が生物多様性に直接的に影響を

与え得る範囲を半径 3km 圏内とし、評価を実施しました。結果、日本国内 19 拠点が生物多様

性重要エリア（Key Biodiversity Area：KBA）と近接していることを確認しています。特定し

た近接エリアのうち 2 拠点においては、IUCN レッドリストで近い将来に絶滅の危険が増大し

ている種（VU）以上の種の生息地であることを確認しています。なお、海外拠点では、シンガ

ポールにおいて、近接している河川下流域にマングローブが存在していることが確認されてい

ます。しかし、当該拠点の事業活動においては、対象河川への排水等、河川環境に直接的な影

響を及ぼす活動は実施していないことを確認しています。 

 さらに、自社操業拠点における優先地域の特定については、ツールによる評価に加え、地域

固有の生物多様性上の重要性を踏まえた評価も実施しています。岡山県に位置する倉敷工場の
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敷地内では、絶滅危惧種10の営巣が確認されていることから、2023 年度より当該エリアを明治

グループの優先拠点として特定しています。営巣環境の保全に向けて、対象区域への立ち入り

制限および継続的なモニタリングを実施しています。 

  

 
10コアジサシ（Sternula albifrons sinensis）： 絶滅危惧ⅠB 類（EN） 

“環境省_第５次レッドデータブック： 絶滅のおそれのある日本の野生生物” 

 

https://www.env.go.jp/nature/kisho/5th-rl-2026/BI0047_RDB5th.pdf
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4.2. バリューチェーン上流（原材料調達）と環境との関係性特定 

バリューチェーン上流（原材料調達）活動と環境との関係性評価に関しては、明治グループ

の主要原材料である乳原料及びカカオ豆の生産を対象に、依存・影響関係について評価ツール

を用いて特定を実施しました（Evaluate）。優先地域に関しては、特定した優先度の高い依

存・影響項目と関連する観点で、活動場所の自然の状態の評価を行い、生物多様性にとって重

要なエリアの特定を実施しました（Locate）。そして、抽出した原材料調達に係る自然との依

存・影響関係に基づきリスク・機会が発生すると仮定し、重要な依存・影響項目ごとにリス

ク・機会の特定を実施しました（Assess）。 

4.2.1. 環境への依存項目の特定（Evaluate）：バリューチェーン上流（原材料調達） 

バリューチェーン上流（原材料調達段階）における環境との依存関係評価については、評価

ツール「ENCORE」を用いてセクターレベルの評価を行い、評価結果の妥当性確認（文献調査

および社内実態との整合性確認）を行いました。妥当性確認の結果、必要に応じて評価結果を

修正し、最終的にマテリアリティの高い項目（「VH：Very High」評価ランクが対象）を「優

先度の高い項目」として特定しました。 

■バリューチェーン上流における環境への依存ヒートマップ 

 

カカオ豆の生産および調達において、カカオを栽培できる環境条件は非常に限られており、

複数の生態系サービスに依存しています。近年の主要なカカオ豆生産現場において、異常気

象・病害発生による不作および栽培地の転換・周辺森林の伐採が生態系および生物多様性サー

ビスの劣化を招き、収量の低下につながっていると考えられます。カカオは、最高気温華氏 90

度（摂氏 32 度）、年間降雨量の合計が 1,500～2,000mm、乾期が 3 か月以内のときによく成

長するとされています。この気候条件を超える気温や降雨パターンの変化は、カカオ豆の収量
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と品質を低下させる可能性があります。実際、2023/2024 カカオ収穫年度に主要生産地におい

て、天候不順による例年を上回る大雨によって一部のカカオ農園が洪水に見舞われ、世界的に

カカオ豆生産および調達に大きな影響を受けています。 

また、カカオ豆生産の西アフリカ地域では、過去 10 年間にカカオの生育を制限する暑さ(最

高気温が華氏 90 度（摂氏 32 度）以上）の頻度が高くなっている状況にあります。カカオ豆生

産期の最高気温の上昇は、カカオの木が過度の熱を受けることで光合成が妨げられ、水分スト

レスを引き起こし、花がしぼみ、鞘が小さく腐る原因につながります。また、強い日光により

葉が枯れ落ち、カカオの鞘に直射日光が当たることでさらなる熱ストレスを受けることが報告

されています。さらに、気候変動によって、カカオ膨梢ウイルス(The cacao swollen shoot 

virus disease：CSSVD)を媒介するコナカイガラムシが活発化し、大量発生につながります。

特に、CSSVD は、一部の生産地におけるカカオ収穫損失要因の約 15～50％を占めると言われ

ています。このように、植物の害虫、病害の蔓延は、気候変動や生産システムの回復力低下に

よって引き起こされています。そして、カカオの収量は花粉媒介者（ポリネーター）による受

粉に大きく依存しており、花粉媒介サービスが劣化するとカカオ収量の 90％が失われると想定

されています。今後、カカオ農園面積の拡大等を目的とする森林伐採や農薬等の薬剤由来の汚

染により、カカオ農園周辺の生態系が崩壊することでポリネーターが減少し、現在よりも深刻

な収量不足に陥る可能性があります。 

乳原料の生産および調達に関連して、世界の淡水取水量の約 70％は農業に使用され、その一

定部分は飼料生産と乳牛の飲料水に使用されています。特に、乳原料生産においては、乳牛は

一日あたり約 150L/頭の水を飲むとされています。該当する量は乳量の約３～５倍にあたりま

す。そして、乳牛による飲水量の減少は、乳量の低下と相関しています11。このことから、生

態系の劣化が水環境の維持に影響を及ぼし、水の供給が減少した場合、畜産に利用できる水量

減少に影響し、最終的に乳原料の生産量低下に影響することが見込まれます。また、畜産現場

において、水と同じく大量の飼料および牧草を必要とします。飼料および牧草の生産性、品質

を高いレベルで維持するためには、土壌の肥沃度を高く保つ必要があります。なお、土壌の肥

沃度への依存は、土壌中の生物多様性に依存している結果と考えられます。土壌中の生物多様

性の劣化により有機物の分解が滞り、土壌肥沃度が低下、飼料・牧草の生産に影響を及ぼし、

 
11 Food and Agriculture Organization（FAO）,2019,“Water use in livestock production systems and supply 

chains Guidelines for assessment” 

https://www.researchgate.net/publication/335840318_Water_use_in_livestock_production_systems_and_supply_chains_Guidelines_for_assessment_Water_use_in_livestock_production_systems_and_supply_chains_Guidelines_for_assessment_FOOD_AND_AGRICULTURE_ORGANIZ
https://www.researchgate.net/publication/335840318_Water_use_in_livestock_production_systems_and_supply_chains_Guidelines_for_assessment_Water_use_in_livestock_production_systems_and_supply_chains_Guidelines_for_assessment_FOOD_AND_AGRICULTURE_ORGANIZ
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生乳の生産が減少する可能性があります。土壌肥沃度については、分析ツール上では「High」

の評価でした。しかし、乳原料調達において、特に農家の関心も高いことから、評価結果を

「High」から「Very High」に更新しています。 

4.2.2. 環境への影響項目の特定（Evaluate）：バリューチェーン上流（原材料調達） 

事業と自然への影響関係に係る評価について、「Materiality Screening Tool：MST」を用い

て事業活動において予想される環境への影響についてセクターレベルでの評価を行いました。

また、ツールによる評価結果を用いて、妥当性確認（文献調査および社内実態確認）を行って

います。妥当性確認の結果、必要に応じて評価結果を修正し、最終的に影響度が高い項目

（「VH：Very High」評価が対象）を「優先度の高い項目」として特定しました。 

■環境への影響ヒートマップ（乳原料、カカオ豆） 

 

 カカオ豆生産においては、森林から農地への転換による陸域生態系の変化や、焼畑による大

気汚染への影響が挙げられます。また、害虫対策のための毒性・残留性の強い農薬および化学

肥料の過剰使用に起因する土壌・水質汚染により自然へ大きな影響を与えていることが指摘さ

れています。このことから、「陸域生態系の利用」、「非 GHG 大気汚染物質」、「水質汚染

物質」、「土壌汚染物質」をカカオ豆生産における優先度の高い影響項目として特定しまし

た。「陸域生態系の利用」に関連して、地球上の森林減少の約 90％を農業における農地拡大が

起因していると言われています。また、世界的に農業主導による森林減少および土地転換の

71％が小規模農業、29％が大規模農業に関連しているとの報告がされています。特に、小規模

農業は、すべての地域で農業による森林減少の大半と関連しており、カカオ豆の主要生産地域

であるアフリカでは 97％を占めていると言われています12。明治グループが調達しているカカ

 
12 FAO,2023, “How much do large-scale and small-scale farming contribute to global 

deforestation? Results from a remote sensing pilot approach.” 

https://openknowledge.fao.org/items/02c3572f-6b43-4e1d-bc04-1f0aa8adebf4
https://openknowledge.fao.org/items/02c3572f-6b43-4e1d-bc04-1f0aa8adebf4
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オ豆は、西アフリカ地域の複数の小規模農園および大規模農園から調達していることからも、

「陸域生態系の利用」は重要度の高い影響項目であると判断しています。 

 乳原料生産においては、乳牛飼育のための水利用、乳牛由来のメタン産生および排出、排せ

つ物由来の水質汚染が自然へ大きく影響を与えていると考えられます。このことから、「水資

源の利用」、「GHG 排出量」、「水質汚染物質」を乳原料生産における優先度の高い影響項目

として判断しています。 
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4.2.3. 優先度の高い依存・影響項目に基づく優先地域の特定（Locate）：バリューチェーン

上流（原材料調達） 

 各原材料の主要調達拠点（活動場所）を対象に、Evaluate 評価結果（優先度の高い依存・影

響項目）を踏まえて、Locate 評価項目および評価指標の選定を実施しました。優先度の高い依

存・影響項目および主要調達拠点（活動場所）に対する評価項目、評価に使用したツールは下

表のとおりです。なお、活動場所の評価を行うにあたり、すべての依存項目に共通の評価項目

「生態系の完全性」と、すべての影響項目に共通の評価項目「生物多様性の重要性」を設定し

ています。 

 主要調達拠点（活動場所）の自然の状態及び生物多様性の状態の評価に用いるツールは、基

本的に位置情報をインプットすることで、VL～VH の 5 段階でリスクの大きさを評価すること

ができます。明治グループでは、カカオ豆や乳原料などの調達品目に係るトレーサビリティの

向上に努めていますが、現状において生産されている農園や牧場をすべて特定できているわけ

ではありません。そのため、トレーサビリティのレベルに応じて、ツールによる評価を工夫し

ています。例えば、日本国内で生産されている乳原料は、牧場の近くに点在するクーラーステ

ーションの位置情報を利用しています。また、州や市町村レベルまで追跡できているカカオ豆

においては、境界に含まれるすべての地点の評価結果を平均することで、州や市町村単位での

評価を行っています。 

 優先地域は、優先度の高い依存・影響項目ごとに特定し、共通項目（「生物多様性の重要

性」あるいは「生態系の完全性」）と各個別項目との最大値が High または Very High と評

価された拠点を、優先地域として特定しました。なお、個別項目が設定されていない「GHG 排

出量」については、共通項目が Very High または High と評価された拠点を、優先地域と判断

しています。 
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■使用ツールおよび評価対象項目一覧 
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4.2.3.1. Locate 評価結果概要：カカオ豆 

 Evaluate 段階で特定した優先度の高い影響項目（「陸域生態系の利用変化」、「大気汚染」

「水質汚染」、「土壌汚染」）および優先度の高い依存項目（「土壌浸食の抑制」、「自然災

害の影響緩和」）について、選定した評価項目により活動場所の評価を実施しました。カカオ

豆の調達拠点（カカオ農園）については、緯度経度より特定した州または地域を評価範囲とし

て設定し、評価範囲に含まれる流域のスコアを平均化することで評価に反映しています。 

■優先地域評価イメージ 

 

優先地域選定対象を評価ランク「VH：Very High」および「H：High」とした結果、「陸域

生態系の利用」における優先地域が最も多い結果（分析対象 17 拠点中 16 拠点）となりまし

た。特に、「VH」と評価した拠点は、分析対象拠点の約 70％（17 拠点中 12 拠点）を占める

結果となりました。 
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カカオ豆生産においては農園敷地内の自然状態だけでなく、農園周辺の自然状態（森林生態

系など）が重要となります。明治グループの主要調達地のひとつであるガーナ国内において、

カカオ栽培に適した土地は「ガーナ・カカオ森林ランドスケープ」と呼ばれ、湿潤常緑樹林お

よび湿潤半落葉樹林の境界によって定義されています。同ランドスケープの面積は 578 万 ha

で、該当範囲には 7 つの州（Ashanti、Ahafo、Brong Ahafo、Central、Eastern、Western、

Western North）と約 100 の郡が所在しています13。ガーナ国内では、森林資源の持続可能な

生産と保護の目的として、森林保護区および自然保護区が設定されています。しかし、近年で

は設定された保護区において、森林破壊が続いていることが報告されています。森林破壊の要

因として、違法かつ持続不可能な伐採と採掘による天然資源の過剰搾取、農業用地の拡大、土

地所有権の不安定化が挙げられます。本レポートでは、ガーナ国内におけるカカオ豆主要調達

拠点として、Ashanti 州、Central 州、Western 州を分析対象地域としています。 

（1） Ashanti 州 

Ashanti 州は、ガーナの森林保護区の約 23％を占めており、国内で 2 番目に大きな森林保護

区を保有する地域となります。しかし、当該地域は、ガーナの全体的な推定よりも高い年間森

林破壊率が確認されています。また、ガーナ国内で最も森林保護区周辺にコミュニティがある

地域であり、生計を森林に依存している住民が多く存在していることから、農業由来の森林破

壊が継続的に行われていることが考えられます。カカオ栽培以外に金の採掘も盛んなため、低

木林・休閑地は違法な金の採掘が行われるリスクが高い可能性があります。一度、金の採掘が

行われてしまうとカカオの栽培ができない土地が増えてしまい、潜在的にカカオを栽培できる

土地が減ってしまう課題があります。また、近年では、建設や家具用資材調達を目的とした違

法伐採による森林面積の減少も確認されています。 

（2） Central 州 

Central 州は、ガーナ南部の最も重要な自然保護区であるカクム国立公園が位置し、生物多

様性の保全上において重要な地域とされています。州の中央部に位置しているカクム国立公園

は、生物多様性の宝庫と呼ばれており、隣接する Assin Attandaso 資源保護区と合わせて生物

多様性重点地域（Key Biodiversity Area：KBA）に選定されています。明治グループが調達し

 
13 公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（WWF ジャパン）,2025，“ガーナ・カカオ森林ラ

ンドスケープにおける郡別土地利用変化” 

https://www.wwf.or.jp/campaign/deforestation-report/appendix.pdf
https://www.wwf.or.jp/campaign/deforestation-report/appendix.pdf
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ている、Central 州の一部カカオ農家は、当該 KBA 登録保護区に近接して位置していることを

確認しています。Central 州は、生物多様性において貴重な地域であるとともに、農業が盛ん

な地域となります。公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（WWF ジャパン）の報告では、

当該地域において 1980 年時点にはほとんどなかった低木林・休閑地が 2020 年には増加してい

ることが確認されています14。また、明治グループが調達しているカカオ農園が位置する郡の

一つでは、カカオ栽培地面積が 40 年間（1980 年～2020 年）で 2 倍近く増加しています。そ

の一方で閉鎖林は 1/3 程度まで減少していることが報告されています。 

（3） Western 州 

Western 州は、ガーナ国内におけるカカオ生産地の中でも後発地域と言われています。ま

た、温暖湿潤な環境からアブラヤシやゴムなどの作物も盛んに生産されている地域となりま

す。特に、Wassa Amenfi East 郡には、ガーナ国内で３番目に大きい森林保護区が位置してい

ます。しかし、2001 年から 2024 年までの間に、当該地域において 45.4 ヘクタールの樹木被

覆面積が失われている報告がされています15。損失した樹木被覆面積は、2000 年の樹木被覆面

積約 30%に相当していることが確認されています。また、近年では他の地域と同様に採掘を目

的とする森林破壊が行われており、住民が抗議する事態が発生しています。 

  

 
14 公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（WWF ジャパン）,2025，“ガーナ・カカオ森林ラ

ンドスケープにおける郡別土地利用変化” 

15 Global Forest Watch,2025,Western Deforestation Rates & Statistics 

https://www.wwf.or.jp/campaign/deforestation-report/appendix.pdf
https://www.wwf.or.jp/campaign/deforestation-report/appendix.pdf
https://www.globalforestwatch.org/dashboards/country/GHA/15/12/?category=forest-change&map=eyJjYW5Cb3VuZCI6dHJ1ZX0%3D
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4.2.3.2. Locate 評価結果概要：乳原料生産 

 乳原料においてもカカオ豆と同様に Evaluate 段階で特定した優先度の高い影響項目（「水資

源の利用」、「GHG 排出量」、「水質汚染」）および優先度の高い依存項目（「繊維およびそ

の他の材料・土壌肥沃度の維持」、「地下水・地表水」）について、選定した評価項目により

活動場所の評価を行いました。評価ランクが「VH：Very High」、「H：High」と評価された

地域を、優先地域と選定しています。なお、乳原料については調達対象拠点が国内外で複数あ

るため、「国内乳原料」、「海外乳原料」に分けて整理を行っています。 

（1） 国内乳原料 

国内乳原料においては、「水質汚染」における優先地域が最も多く、26 拠点が選定されま

した。今回の分析はツールを用いた優先地域の選定であり、今後は本分析結果を用いて調達

先の実態把握を行うとともに、関係機関と連携を図った上で分析結果の更新を行う予定で

す。 
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（2） 海外乳原料 

海外乳原料については、「水資源の利用」「水質汚染」「繊維及びその他の材料・土壌肥

沃度の維持」「地下水・地表水」における優先地域が最も多く特定されました。 

 

明治グループの海外乳原料主要調達先の一つであるニュージーランドにおいて、過去に集約

的な生産の拡大による、硝酸性窒素の地下水への浸透量の増加が報告されています。特にワイ

カト地域、マヌアツ・ワンガヌイ地域、タラナキ地域およびカンタベリー地域における流出が

著しいとされています。また、ニュージーランドの放牧地帯にある河川のうち 71%は、窒素量

が水生生物の生態系に悪影響を及ぼす水準になっているとの報告がされています16。なお、ニ

ュージーランドは特に、植物、鳥、爬虫類において高い固有性を持っています。その中で、家

畜由来の水質・土壌汚染だけでなく、放牧地化による単一的な牧草景観が広がることで在来植

物や樹木の減少を招いたり、乳牛の踏圧による土壌構造が破壊されたりすることで生じる生物

多様性への影響も考慮していく必要があると考えています。 

 

  

 
16 ニュージーランド環境省,“Environment Aotearoa 2019” 

https://environment.govt.nz/publications/environment-aotearoa-2019/#:~:text=Environment%20Aotearoa%202019%20provides%20an%20overview%20of%20the,themes%20the%20report%20presents%20nine%20priority%20environmental%20issues.
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4.3. リスク・機会の評価（Assess）：バリューチェーン上流（原材料調達） 

 Assess フェーズでは、Locate および Evaluate の結果を踏まえ、シナリオ分析を実施し、分

析結果を基に、“特に対応が必要”と判断される重要なリスクと機会を特定しました。さらに、

特定した重要なリスクの低減や機会の実現に向けた取り組み（管理アプローチ）の整理を実施

しました。 

 

自然関連のリスク及び機会は、自然への大きな依存または影響関係に基づき発生するという

仮定のもと、明治グループにとっての自然関連のリスクと機会を、重大な依存および影響項目

ごとに特定しました。特定の際には、リスクと機会の定義、発生条件、発生経路、種別を

TNFD フレームワーク（v1.0）17にて提言されている「依存・影響の経路」を参考に整理した上

で、分析を行っています。 

■自然関連課題（依存・影響）とリスク・機会の間の関係性：依存・影響の経路 

 

特定した自然関連のリスクと機会に対しては、時代とともに変化する可能性を考慮し、複数

のシナリオに沿って定性的に重要度の評価を行いました。シナリオ分析に係るシナリオの考え

 
17Taskforce on Nature-related Financial Disclosures,2023,Taskforce on Nature-related Financial 

Disclosures (TNFD) Recommendations 

https://tnfd.global/publication/recommendations-of-the-taskforce-on-nature-related-financial-disclosures/#publication-content
https://tnfd.global/publication/recommendations-of-the-taskforce-on-nature-related-financial-disclosures/#publication-content
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方について、TNFD フレームワークでは、重要な不確実性である「生態系サービスの低下（物

理リスクとの関連性が強い）」及び「社会的側面の方向性の一致（移行リスクとの関連性が強

い）」の二軸の組み合わせから、4 象限のシナリオを検討するアプローチを採用することが推

奨されています。現状では、自然関連の各シナリオを区分するための明確な基準が存在せず、

特定の事象における変化率を示す外部シナリオも限られていることから、4 つのシナリオごと

に想定される世界観を検討し、分析に反映しています。 

■４シナリオごとに想定される世界観 

 

重要度については、リスク及び機会の「発生可能性」と「影響の大きさ」の 2 つの軸を考慮

し、それぞれに評価基準を設けて 3 段階で評価を行っています。これらの評価基準は、すべて

のリスク・機会に対して一律のものを適用するのではなく、リスク・機会を「生産地域の状況

に由来するリスク・機会」と「グローバルな社会動向に由来するリスク・機会」に分類した上

で、それぞれに異なる評価基準を適用しています。 
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■「生産地域の状況に由来するリスク・機会」評価基準 

 

■「グローバルな社会動向に由来するリスク・機会」評価基準 

 

総合的な重要度評価については、それぞれの評価結果を踏まえてのマトリクス上にマッピン

グ評価を行いました。マトリクス右上の赤い範囲を重要なリスクと機会と判断しています。 

■リスクと機会の重要性評価マトリクス 

 



 

27 

 

4.3.1 重要な自然関連のリスク・機会：バリューチェーン上流（原材料の調達） 

 ネイチャーポジティブに向けた市場の行動および政策による規制が一致し厳格化することに

より、生態系サービスの劣化速度が緩やかに抑えられているシナリオⅡと、ネイチャーポジテ

ィブに向けた市場の行動および政策による規制が不足していることにより、生態系サービスの

劣化速度が急速に進んでいるシナリオⅢを対象に評価を実施しました。特定した重大なリスク

と機会については、一覧を巻末に掲載しています。 

4.3.1.1. 重要な自然関連のリスク・機会：カカオ豆調達 

 カカオ豆調達に関する重要なリスクは、土地転換（森林伐採）、大気汚染、水質・土壌汚染

による自然への影響を防ぐための規制強化や新たなルール化により、カカオ豆の生産活動が制

限されて調達量が減少、規制対応に伴う負担がカカオ豆の価格に反映されて調達コストが増加

するといったリスクが挙げられます。また、カカオ豆生産に伴う自然への負の影響を適切に防

ぐ取り組みが実施できていない場合、エシカル消費の活発化となる社会情勢の中では、製品の

売上が減少するリスクも挙げられます。 

なお、規制の不充足により生態系サービスの劣化が急速に進んだ場合、カカオ豆の収穫量が

減少し、カカオ豆供給不足により国際価格の上昇がより加速する可能性があります。原料価格

の高騰により、代替調達および品質調整および製造ライン変更コストの発生も見込まれます。

そして、原料価格高騰に伴い、製品価格へ転嫁を行うことで、売り上げ減少リスクが高まるこ

とが想定されます。 

自社事業の機会に関しては、アグロフォレストリー導入支援や営農支援など自然への影響を

低減する農業手法の導入支援により、持続可能なカカオ豆生産が行われ、調達制限や調達コス

ト増加を回避できる可能性が想定されます。その結果、安定的な調達が可能となり、事業継続

性の向上が見込まれるため、重要な機会として判断しています。 

4.3.1.2. 重要な自然関連のリスク・機会：乳原料調達 

 乳原料調達に関する重要リスクは、国内外ともに乳牛飼育における水利用、GHG 排出、水質

汚染による自然への悪影響を防ぐための規制強化や新たなルールの導入などにより、乳原料の

生産活動が制限されることで調達量が減少、規制対応に伴う負担が乳原料の価格に反映されて

調達コストが増加するなどのリスクが挙げられます。また、カカオ豆と同様に乳原料生産に伴
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う自然への負の影響を適切に防ぐ取り組みが実施できていない場合、エシカル消費が活発化し

た社会情勢の中では、製品の売上が減少するリスクも挙げられます。 

 国内乳原料生産においては、輸入飼料をはじめとする飼料に依存しており、生態系サービス

の衰退による飼料の生産性低下は乳原料の生産量減少につながります。結果、乳原料の生産量

減少に伴い価格の高騰が生じ、乳原料調達コストの増加につながることが見込まれます。 

海外乳原料調達に関しては、干ばつなどの環境要因による生乳収量の低下が重要な物理的リ

スクとして挙げられます。実際に近年では、繁殖雌牛の飼育頭数が減少しており、減少の一因

として干ばつの影響が指摘されています。また、干ばつの影響により、牧草の生育が悪化し、

乳牛頭数が減少する傾向にあることも指摘されています。さらに、将来的に気候変動により干

ばつ発生頻度と強度が高まる可能性が示唆されており18、伴って生乳収量の一層の低下を招く

可能性があります。移行リスクについては、酪農現場における環境対策の強化に伴う生乳生産

量および調達量の制限が強化されるリスクが見込まれます。海外の酪農に関連する環境施策の

一例として、オランダにおける家畜由来の窒素やリン酸塩の排出削減やニュージーランドにお

ける GHG 排出量に対して農家レベルで課税導入19などの提案が挙げられます。これらのことか

ら、畜産に関する環境施策および規制強化により、乳原料の生産活動が制限され、需給バラン

スが悪化し原材料の流通量減少、調達コスト増加リスクが高まることが想定されます。 

乳原料調達に係る自社事業の機会創出に関しては、カーボンファーミング（Carbon Farming）

20や水使用効率の向上など、自然資本への影響を低減する取り組み推進により、乳原料の調達

制限や調達コスト増加を回避できる可能性を想定しています。その結果、安定的な調達が可能

 
18 Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC),2021,Weather and Climate Extreme Events in a 

Changing Climate. In Climate Change 2021: The Physical Science Basis. Contribution of Working Group I to 

the Sixth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate 

Chang,doi: 10.1017/9781009157896.013. 

19 ニュージーランドにおいて、2025 年から農業による GHG 排出（家畜由来メタンと亜酸化窒

素（肥料を含む））に農家レベルの課税を導入することが計画されていたが、2024 年に白紙と

なっています。Climate Change Response (Emissions Trading Scheme Agricultural 

Obligations) Amendment Bill  

20 大気中の CO2 を土壌に取り込んで、農地の土壌の質を向上させ温室効果ガスの排出削減を

目指す農法 

https://doi.org/10.1017/9781009157896.013
https://environment.govt.nz/news/agriculture-removed-from-the-emissions-trading-scheme/
https://environment.govt.nz/news/agriculture-removed-from-the-emissions-trading-scheme/
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となり、事業継続性の向上を見込めることから、重要な機会として判断しています。今後、

GHG 排出削減や汚染対策、生物多様性・生態系保全などの持続的な生産に向けた取り組みを自

社として推進していくとともに、持続可能な生産戦略を実施している国内外のサプライヤーか

ら優先的に調達を行うといった、調達方針の検討を進めていきます。 

 

4.4. リスク・機会の評価(Assess)：気候関連のリスク・機会の特定 

気候関連の課題については、さらに食品・医薬品の両セグメントおよび主要原材料を含むバ

リューチェーンを対象にシナリオ分析を実施し、気候変動によるリスク及び機会の財務的影響

を定量的に評価しています。分析にあたっては、現状、2030 年（中期）、2050 年（長期）を

基準年とし、1.5℃シナリオと 4℃シナリオの 2 つの世界観を用いて、主要なインパクトを特定

しています。 

 

 

 

 

■明治グループへの気候変動リスク・機会と対応策 

リスク/機会の要因 当社グループに生じうるインパクト 

 リス

ク 

1.5℃シナリオ 

政府によるカーボンプライ

シング規制の強化 

当社自社操業におけるカーボンプライス負担(売上原価、販

売費及び一般管理費の増加) 

2030 年：47 億円、2050 年：92 億円 

サプライチェーンにおける負担に伴う調達価格高騰(売上原

価の増加) ※1 

2030 年：604 億円、2050 年：153 億円 

1.5℃シナリオ 

再生可能エネルギーの普及

拡大に伴う電力価格の高騰

と導入コストの増加 

電力購入金額の増加(売上原価、販売費及び一般管理費の増

加) 

2030 年：123 億円、2050 年：△40 億円※2 
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４℃シナリオ 

台風・豪雨などの激甚化や

発生頻度増加 

洪水被害による資産損害、操業停止による機会損失(売上高

の減少、商品及び製品・仕掛品・有形固定資産の減耗) 

2050 年：国内外 15 拠点で浸水リスクあり。年間リスク増

分 8.3 億円※3 

４℃シナリオ 

気温上昇や水リスクなどに

よる原材料の成育環境変化 

原材料調達コストの増加(売上原価の増加) 

機会 

1.5℃シナリオ 

エネルギーの転換や省エネ

施策などの緩和策の推進 

自社の事業コスト(電気料金・カーボンプライスなど)の低

減(売上原価、販売費及び一般管理費の減少) ※4 

2030 年度：62 億円、2050 年度：86 億円 

1.5℃/４℃シナリオ 

気候変動の直接的影響によ

る社会や生活の変化 

下記のような製品・市場へのニーズが拡大(売上高の増加) 

・生活様式の変化による巣ごもりなどへの対応 

・環境意識の高まりへの対応 

・新興・再興感染症への対応 

※１ 当該影響額については、当社グループだけでなくサプライチェーン全体で負担するものと認

識しています。 

※２ △は費用低減を意味します。 

※３ 国土交通省の「ＴＣＦＤ提言における物理的リスク評価の手引き」に基づき、洪水被害にお

ける財務インパクトを算出しております。年間リスク増分とは、2050 年までの時間軸で想定

される将来リスクの増分を一年間に換算した金額です。 

※４ 未対策の場合と比較したコスト削減額を記載しています。 

 



 

31 

 

4.5. 明治グループにおけるリスク低減への取り組み 

 明治グループでは、自然関連リスク低減への対応として、SBTN のアクション・フレームワ

ークである AR3T（Avoid（回避）、Reduce（低減）、Restore（復元）、Regenerate（再

生）、Transform（変革））に従って取り組みを実施しています。また今後は、分析範囲を拡

大、深耕し、自然関連リスクの回避・低減に向けて追加的な取り組み計画の策定を検討してい

きます。 

■アクションフレームワーク（AR3T フレームワーク） 

 

■リスク低減に向けたアクション 

回避 ⚫ 省エネ活動・再生可能エネルギーの導入促進 

⚫ 認証原材料調達推進（NDPE 方針に従った調達） 

⚫ メイジ・カカオ・サポート（MCS）活動 

⚫ 調達農園トレーサビリティ確立 

⚫ カカオ農家への森林教育 

⚫ メイジ・デイリー・アドバイザリー（MDA） 

軽減 ⚫ 酪農における GHG 排出削減 

⚫ 水源涵養林保全 

再生・復元 ⚫ アグロフォレストリー 

⚫ カーボンファーミング導入検証 

変革 ⚫ カカオ細胞培養スタートアップ Calfornia Cultured Inc.への出資 

⚫ サプライヤーへの GHG 排出削減支援 
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（1） 省エネ活動・再生可能エネルギーの導入促進 

 当社グループは、GHG 排出量削減に向け、省エネ活動、創エネ活動、再生可能エネルギー由

来電力の購入を推進しています。工場等では太陽光発電設備や省エネ設備の導入を進めるとと

もに、RE100 に対応した再生可能エネルギー由来電力の活用を拡大しています。これらの取り

組みを移行計画に基づき推進し、2025 年度の総使用電力に占める再生可能エネルギー比率は

28.6％となりました。今後も、2050 年の再生可能エネルギー比率 100％達成を目指し、取り組

みを継続していきます。 

（2） メイジ・カカオ・サポート（MCS）活動 

 メイジ・カカオ・サポート21は、2006 年に始まった明治独自の「カカオ農家支援活動」で

す。カカオ豆生産の持続可能性を高めるために、産地に直接足を運んだり、さまざまなパート

ナーと協働したりしながら、カカオ豆の品質向上への技術支援や農家の生活向上、地域の環境

保全・回復などの社会課題解決に取り組んでいます。さらに、本活動の維持・推進のために、

森林破壊や児童労働に関与せずに生産されたカカオ豆をプレミアム価格で購入しています。カ

カオ農家支援の一例として、井戸寄贈やカカオ苗木の配布、気候変動に適応する栽培方法の営

農指導が挙げられます。 

 

（3） 調達農園トレーサビリティ確立への取り組み 

持続可能な農業・カカオ栽培を可能にするために、農園周辺における森林等の陸域生態系への

影響については、現地パートナーと協働し、調達先の農園を訪問しながら GPS マッピングによ

るモニタリングを行っています22。当該 GPS マッピングは、携帯電話を持って農園の境界を歩

き農園範囲を特定し、該当農園が保護地域に関与していないか確認しています。2025 年度カカ

オ豆調達量のうち 80.9％が GPS マッピングによるカカオ農園所在地の実態把握を完了してい

 
21 明治ホールディングス株式会社,“メイジ・カカオ・サポート” 

22 明治ホールディングス株式会社,“カカオ・トレーサビリティマップ” 

https://www.meiji.com/sustainability/cocoa/
https://www.meiji.com/sustainability/cocoa/traceability/
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ます。特にガーナ国内の農園においては、90.7％が GPS マッピングによる実態把握が完了し、

自然保護地域との境界を越えて関与している農家数は０軒でした。なお、GPS マッピングによ

る実態把握の結果、自然保護地域などに関与している農園および農地が確認できた場合、該当

農家をサプライチェーンから除外し、自然保護地域へ関与しないよう指導を実施しています。 

（4） 森林教育の実施 

明治グループは、カカオ農家に対して、クライメートスマート・カカオ・トレーニング（森

林破壊と自然環境システムの回復に関する情報提供）や、GAP（Good Agricultural Practice）

トレーニング（持続可能な農業を実現する取り組み）を行い、カカオ農園に関わる森林減少の

停止に向けて取り組んでいます。近年アフリカなどでは、農業用地の拡大目的ではなく、違法

かつ持続不可能な伐採と採掘による天然資源の搾取を目的とした土地転換が問題視されていま

す。このことからも、農家への環境意識向上を目的とした研修の実施支援を行っています。 

（5） アグロフォレストリーの推進 

明治グループでは、森林伐採による自然環境破壊や生物多様性の損失という重大な社会課題を

解決する方法として注目されている、「アグロフォレストリー23」に 2009 年から取り組んでい

ます。アグロフォレストリーの効果として、土壌への炭素貯留や生態系・生物多様性の保全、

土壌の浸食防止、害虫や病気の蔓延の要因を減らし作物栽培に好条件となる微気候（森林内等

の生息地範囲の局所的な気候）の形成が挙げられます。また、カカオの木の近くに日陰を創出

するシェードツリーを植えることでカカオの実への直射日光を防ぎ、カカオ栽培に適した環境

を維持することでカカオの病気の罹患率を下げる効果があります。将来的に気候変動などの影

響により、現行生産地におけるカカオおよびシェードツリーの生育環境の脆弱性が高まる可能

性が示唆されています。今後、予測される気候変動による気温分布変化などに合わせた植栽樹

種の検討・選定、栽培方法に関する工夫を検討・測定し、移行計画へ反映していきます。 

 
23 アグリカルチャー（農業）とフォレストリー（林業）をかけ合わせた造語。森林伐採後の土

地に単一ではなく複数の農林産物を共生させながら栽培する農法。 
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（6） メイジ・デイリー・アドバイザリー（MDA） 

 明治グループは、酪農現場の人材マネジメントに焦点を当て、「持続可能性のある酪農経

営」を支援する活動「MDA（Meiji Dairy Advisory）」を実施しています。MDA では、例え

ば、明治グループの専門チームが“農場のあるべき姿（理念・目標）”を経営者と一緒に考え

る。そして、“目標達成には何が必要か”“どう達成するか”などを農場スタッフが議論する、気

づきの場をサポートしています。今後も大切なパートナーである酪農家が持続可能な状態を実

現できるよう MDA を通じて会話をし続けていきます。 
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（7） 酪農現場におけるカーボンファーミングの検証 

カーボンファーミングは、大気中の CO₂を土壌に取り込んで、農地の土壌の質を向上させ

GHG の排出量削減を目指す農法です。2021 年には欧州委員会がカーボンファーミングの普及

のためのスキーム作成について、2018 年から 2 年間実施した調査研究の成果を発表するな

ど、農林畜産業における GHG 排出量削減・吸収活動として注目されています。明治グループ

は酪農・乳業における GHG 排出量削減に向け 2023 年 8 月にカーボンファーミングの取り組み

を推進する「道東カーボンファーミング研究会」の構成メンバーとなりました。道東カーボン

ファーミング研究会では、酪農家と連携し、生乳生産量日本一の別海町をフィールドとして、

「カーボンファーミング」の評価・研究・実践を目的とした取り組みを推進しています。カー

ボンファーミングを実施することにより土壌の有機物量を増やし、炭素貯留量が増加すること

を期待します。また、カーボンファーミングにより土壌の構造が改善され、土の通気性・保水

性・排水性が向上し、高温や干ばつ等の気候変動の影響へのレジリエンス強化が期待できま

す。さらに、生物多様性の向上や生態系の保全などの共通便益をもたらすと言われています。 

（8） 乳牛の糞尿由来の N₂O（一酸化二窒素）を削減するビジネスモデルの構築 

 2023 年 3 月、味の素株式会社と協業し、乳牛の糞尿由来の N₂O（一酸化二窒素）を削減す

るビジネスモデルを構築しました。乳牛にアミノ酸バランス改善飼料を給与することにより、

糞尿からの N₂O を抑える効果が見込めます。また、ここで削減された GHG 排出量をＪ-クレジ

ット化し販売することで、酪農家の新たな収入源にもつながります。この取り組みを契機に、

今後は協業の幅を拡大しながら、牛乳・乳製品のバリューチェーンにおける GHG 削減を推進

していきます。 
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4.6. リスク低減活動における環境・社会課題間のシナジーとトレードオフ 

自然関連リスクへの対応は、気候変動、水資源、食料システム、健康、人権など、

他の環境・社会課題とも密接に関連しています。IPBES ネクサス評価報告書では、生

物多様性・水・食料・健康・気候変動について、個別に課題へ対応するのではなく、

相互作用を踏まえて統合的に取り組むことの重要性が示されています。明治グループ

においても、気候変動や自然関連リスクの低減を目的として実施している各種施策

は、複数の課題に対して同時に正の効果をもたらす場合がある一方、新たな負の影響

や留意点を伴う可能性があります。例えば、アグロフォレストリーは、気候変動緩

和、生物多様性保全、土壌保全および農業生産の安定化に寄与することが期待されま

す。また、カーボンファーミングは、GHG 排出量削減に加え、土壌健全性の向上や生

態系サービスの維持・回復につながる可能性があります。一方で、陸上での再生可能

エネルギーの導入は、自然とのトレードオフが生じる可能性がありますので、国内外

のルールなども注視して対応していきます。 

本章では、IPBES ネクサス評価報告書で示された知見を参考に、明治グループの主

要なリスク低減活動について、環境・社会課題とのシナジーおよびトレードオフの観

点から整理・評価した結果を示します。今後、より詳細な分析に努めていきます。 

 

【凡例】 
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5. リスクと影響の管理 

明治グループでは、企業活動に重大な影響を及ぼすリスクに適切に対処するため、グループ

全体でリスクマネジメントを推進しております。グループ全体の経営リスクを把握しリスクの

低減化に適切に取り組むとともに、果断なリスクテイクに資するリスクマネジメント体制を構

築しています。自然資本への依存、環境への影響に基づくリスクと機会については、「グルー

プ TCFD 会議」において LEAP アプローチの結果を考慮し、リスクマネジメントを担当する部

門と連携してリスクと機会を評価し、優先順位を付けています。この結果は経営会議で審議

し、取締役会へ報告しています。 

■明治グループにおけるリスクマネジメント体制 
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6. 指標と目標 

6.1. グローバル中核開示指標（影響）（１/２） 

番号 指標 概要 
実績 

（2025 年度） 

― 

気候変動(GHG 排出量) 

Scope1 排出量 19.1 万トン 

Scope2 排出量(マーケット基準) 24.0 万トン 

Scope3 排出量(全カテゴリーの合計) 483.0 万トン 

上記排出量の内訳 明治グループ 環境データ集 2025

年度をご参照ください24。 

C1.0 
土地利用フットプリント 

主要調達原材料収穫面積（ha） 38,3625 

C1.1  
陸・淡水・海洋利用の変化 

陸上生態系の保全または再生の範囲 

（自然共生サイト認定範囲面積）（ha） 

8.926 

C2.0  土壌に放出された総汚染物

質量 

汚染物質の種類別に土壌に放出された総物質量 直接操業拠点において 

汚染物質の土壌放出なし 

C2.1 廃水／排水 総排水量（千 m³） 16,557 

C2.2 

廃棄物発生量 

有害廃棄物の総発生量（万 t） 0.2 

食品ロス発生量（t） 530 

C2.3 
プラスチック汚染 

プラスチック（ポリマー、耐久消費財、包装

材）の総重量（万 t） 

3.8 

 
24 明治ホールディングス株式会社，“明治グループ 環境データ集 2025 年度” 

25 調達国を把握している調達カカオ豆相当量（全体の 93%）について、FAOSTAT の国別収量

データを用いて収穫面積を推計 

26 明治ホールディングス株式会社,“明治グループ自然共生サイト まほろばテラス” 

https://www.meiji.com/pdf/sustainability/esgenvironmental_data_2024.pdf
https://www.meiji.com/pdf/news/2025/251217_01.pdf
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グローバル中核開示指標（影響）（２/２） 

番号 指標 概要 
実績 

（2025 年度） 

C2.4 

非 GHG 大気汚染物質総量 

NOx 排出量（t） 172.2（日本） 

SOx 排出量（t） 46.0（日本） 

VOC 大気排出量（t） 156.4（日本） 

C3.0 水ストレス地域からの取水 水ストレス地域からの総取水量（ML） 7,019 

C3.1 陸・海・淡水由来のリスク

の高い天然物量 

調達される高リスクの天然商品の量 分析中※ 

※当該データは現在集計中であり、次回更新時に反映予定です。 

 

6.2. グローバル中核開示指標（リスク・機会） 

番号 カテゴリー 指標 実績 

C7.0 リスク 自然関連の移行リスクに対して、脆弱性があると評価される資産、

負債、収入、支出の金額（総額と割合） 

※分析中 

C7.1 自然関連の物理リスクに対して、脆弱性があると評価される資産、

負債、収入、支出の金額（総額と割合 

※分析中 

C7.2 自然に関連するネガティブインパクトにより、その年度受けた罰

金、過料、訴訟の内容と金額 

該当する実績なし 

C7.3 機会 自然関連の機会に向けて実行された資本支出、融資、投資の金額 ※分析中 

C7.4 自然に対して、実証可能なポジティブインパクトを創出した製品及

びサービスからの収益の増加及び割合 

※分析中 

※当該データは現在集計中であり、次回更新時に反映予定です。 
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6.3. 目標 

明治グループにおける環境（依存・影響、リスク・機会）解決に向け、中長期の目指す姿を

描き、その実現に向けて 2026 中期経営計画で実施すべき、具体的な取り組みを立案していま

す。直接操業に係る「主な取り組み」とその成果や進捗を測る「指標」と「目標」および「実

績」は「マテリアリティ・KPI 一覧27」を参照ください。 

気候変動については、2050 年度までにバリューチェーン全体で GHG 排出量ネットゼロを実

現することを目指し、その中間目標として、2030 年度までに Scope1, 2 排出量を 2019 年度比

50％以上削減、Scope3 排出量を 2019 年度比 30％以上削減する目標を掲げています。今回分

析した、バリューチェーン上流（乳原料生産・カカオ豆生産）における自然関連課題に対する

「主な取り組み」、「目標」について以下のとおり抜粋し記載しています。将来的に自然関連

課題を解決し、人権・環境に配慮した責任あるサプライチェーンを構築するために目標を設定

し、その進捗管理を進めます。 

  

 
27 明治ホールディングス株式会社,2026,“明治グループ 2026 中期経営計画 マテリアリティ・ 

KPI 一覧” 

https://www.meiji.com/pdf/sustainability/stance/materiality-kpi.pdf
https://www.meiji.com/pdf/sustainability/stance/materiality-kpi.pdf
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■環境関連課題（依存・影響、リスク・機会）解決に向けた目標（バリューチェーン上流）（１/２） 

対象 主な取り組み 指標 参考実績 目標 

2025 年度 2026 年度 

気候変動 省エネ創エネ活動の強化、カ

ーボンクレジットの活用など

による Scope1, 2 における

CO2 排出量の削減 

Scope1,2 排出量削減

率（2019 年度比） 

30.1% 32％以上削減 

太陽光発電設備の導入拡大、

再エネ由来電力の活用強化に

よる再生可能エネルギーへの

移行推進 

再生可能エネルギー

比率 

※比率：総使用電力

量に占める割合 

28.6％ 30％以上 

酪農分野での GHG 排出量削

減、容器包装材料の使用量削

減、サプライヤーとの連携強

化などによる Scope3 におけ

る CO2 排出量の削減 

Scope3 排出量削減

率（基準年 2019 年度

比） 

※範囲（調達物流廃

棄 カテゴリ 1, 4, 9, 

12） 

10.2% 15％以上削減 

乳原料/ 

カカオ豆 

サステナブル調達アンケート

の分析結果によるリスク評

価、監査を含むエンゲージメ

ントの実施 

重要サプライヤーへ

の監査実施数 

1 社 

（累計３社） 

累計 30 社以上 

海外グループ会社サ

プライヤーに対する

リスク評価実施数 

18 社 15 社以上 

乳原料 メイジ・デイリー・アドバイ

ザリー（Meiji Dairy Advisory: 

MDA）を通じた、酪農現場の

人材マネジメントによる人の

成長および人権、アニマルウ

ェルフェア、GHG 排出削減な

どの社会課題の解決支援 

Meiji Dairy Advisory: 

（MDA）取り組み戸

数 

累計 72 戸 累計 100 戸以

上 

酪農家における GHG 排出削減

に向けた取り組みの推進 

GHG 排出削減に取り

組む酪農家戸数 

4 戸 

（2,100 頭以上） 

累計 30 戸以上 
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■環境関連課題（依存・影響、リスク・機会）解決に向けた目標（バリューチェーン上流）（２/２） 

対象 主な取り組み 指標 参考実績 目標 

2025 年度 2026 年度 

カカオ豆 メイジ・カカオ・サポート

（Meiji Cocoa Support：

MCS）を通じ、農家支援を実

施した地域で生産された明治

サステナブルカカオ豆の調達

拡大 

明治サステナブルカ

カオ豆調達比率 

99％ 100％ 

すべての調達先における農園

までのトレーサビリティの確

立 

カカオ農園28までのト

レーサビリティ比率 

68.9％ 100％ 

GPS マッピングなどによる農

園の実態把握と森林の保護・

回復を目的とした取り組みの

推進 

GPS マッピングなど

の実態把握率 

ガーナの調達先：

90.7％ 

100％ 

すべての調達先：

80.9％ 

100％29 

 

 
28 ガーナを含むすべての国における調達先を対象。 

29 2030 年度までにすべての調達先が対象。 


